
令和８年度静岡県総合計画～しずおか ウェルビーイングプラン～の評価に係る
パブリックコメントへの対応

１ 意見募集期間

令和８年７月 22 日(水)から令和８年８月 21 日(金)まで

２ 意見提出状況

３者から 16 件の御意見をいただいた。

No 政策の柱 意 見 対応

１ ―

以前はＤ評価の項目がなかったが、現在はＣ評価が基

準値の 70％以下で、Ｄ評価は基準値未達成を示す。しか

し、県民から見るとＤ評価はＣ以下に見えてしまう。

基準値が 100％の場合、１〜２箇所の未達成でＤ評価

となり、県民の誤解を招く。Ｄ評価の表記変更を検討し

てほしい。

これまでは、評価基準に「Ａ～Ｃ」のほか、「目標値以上」「基準値以下」と

いう表現による区分を設定しており、県民の皆様にとって計画の進捗状況が直

感的にわかりづらいという課題がありました。このため、今年度からは、評価

基準を「Ａ～Ｄ」の４段階に統一し、わかりやすさの向上を図っています。

御意見のとおり、設定している基準値によってＤ評価が指す具体的な状況は

異なりますが、「目標達成に向けての進捗が後退している状態」という観点か

ら、Ｄ評価を最も低い区分として整理しています。

Ｃ及びＤ評価となった指標については、評価書の「Ｃ評価以下の指標に対す

るコメント」欄において、その要因や具体的な状況を詳しく説明することで、

県民の皆様に正しく状況をお伝えできるよう引き続き努めてまいります。

２ ―

今回の総合計画は、以前の数値目標型の政策評価では

なく、ウェルビーイング視点型の評価と聞いていたため、

ウェルビーイングの測定が一部採用されると思ってい

た。県民へアンケート調査などを実施し、ウェルビーイ

ングが見える化する内容を期待していたが、今回の評価

案にはその観点が少ないように感じた。

県民に県政への満足度調査を行い、その結果が数値と

して向上していくことが、ウェルビーイング視点の評価

なのではと考えている。この考え方からすると、評価案

は不足していると思う。

今回の計画では、「ウェルビーイング」の視点を取り入れ、県民の皆様一人

ひとりの「幸福実感」という主観的な要素を政策立案に反映することとしてい

ます。そのため「幸福度に関する県民意識調査」を毎年実施し、県民の幸福実

感や分野別の満足度を把握しています。

一方で、県民の幸福度は非常に主観的なものであり、行政活動だけではなく

様々な要因が関係していることから、短期間の行政活動の成果を評価する指標

として活用することは難しいと考えています。このため、目指す姿の実現に向

けた具体的な施策や進捗状況は、測定・評価可能な 101 の成果指標で評価する

形をとっています。

また、県民幸福度と成果指標の相関分析については、まだ実証段階にあるた

め、いただいた御意見も踏まえ、今後も県フェローなどの専門家に御助言をい

ただきながら、効果的な評価方法について検討・検証を進めてまいります。



No 政策の柱 意 見 対応

３

Ⅰ－2

環境

・

エネルギー

以前の総合計画では 600〜650 程度の数値目標が設定

されていたが、新しい総合計画の指標は 101 であり、少

なすぎると思う。

また、環境分野で「１人１日当たりのごみ排出量」の

評価指標が設定されていないのはなぜか。指標のばらつ

きが目立つ。

これまでの総合計画では、目標の達成度を測る「成果指標」と、達成に向け

た取組状況を測る「活動指標」の２種類の指標を設定しておりましたが、「活

動指標」は分野別計画にも同一のものが設定されており、評価の重複が課題と

なっていました。このため、今回の総合計画では「成果指標」のみを設定する

こととし、スリム化を図っています。

総合計画における指標数は減少しておりますが、分野別計画と総合計画を合

わせてＰＤＣＡサイクルを回していくことで、より効果的な施策の展開につな

げてまいります。

また、資源や製品を循環的に利用し、付加価値を創出する取組が重要である

ことから、今回の計画では、これまで成果指標としていた「１人１日当たりの

一般廃棄物排出量」を見直し、排出後の再資源化を進め、廃棄物の埋立量であ

る最終処分量を減らす「一般廃棄物の最終処分量」を国の第５次循環型社会形

成推進基本計画に合わせて指標に設定しました。

なお、現在策定中の分野別計画である「廃棄物処理計画」（第５次循環型社

会形成計画）において、「一般廃棄物の１人１人当たりの排出量」を評価指標

として定める予定です。

４

Ⅰ－2

環境

・

エネルギー

令和７年の現状値に空欄が多く、「温室効果ガス排出

量」が空欄なのは評価として不完全。全体的に現状値が

未公表の率が高い。

令和７年度の現状値が判明するまで時間がかかる場

合、現状値は最新データや参考値を記載するのが評価案

としては正しいと思う。現状値は令和７年のデータにこ

だわる必要はない。空欄を見て、県民としてどうパブリ

ックコメントをすれば良いのか。できるだけ空欄を減ら

す対策を求める。

御意見を踏まえ、他県事例等も併せて検討した結果、評価時点において基準

値より新しい実績値が公表されている場合には、その値を用いて評価を行うこ

ととしました。「県内の温室効果ガス排出量削減率」についても、令和５年度

の実績値に基づき評価を行っています。

これにより、令和 10 年度の目標値に向けた進捗状況をより正確に把握し、

目標の見直しや取組の改善等につなげていきます。



No 政策の柱 意 見 対応

５

Ⅱ-1

こども

・

教育

「外国人留学生数」について、Ａ評価で終わるのではな

く、令和 10 年の目標値の積極的な上方修正が必要。

外国人留学生数の目標値については、国が掲げる外国人留学生の受入目標を

踏まえ、全国の留学生数の伸び率を参考に設定したものです。

令和７年度の本県の外国人留学生数は令和 10 年度の目標値を上回りました

が、全国的にも留学生数が大きく増加している状況にあることから、目標値の

見直しに当たっては今後の動向を見極める必要があると考えております。

このため、現時点では目標値は変更せず、国の留学生政策の動向や今年度の

本県の留学生数を踏まえ、検討してまいります。

６

Ⅱ-1

こども

・

教育

「しずおかマリッジの成婚数」について、基準値が 40

件に対し、毎年 30件の目標は低すぎる。31 件でＡ評価、

29 件でＤ評価となり、２件の差でＡとＤになるのも評価

としていかがなものか。目標値の上方修正を求める。

「しずおかマリッジにおける成婚件数」の目標値は、令和７年３月の「しず

おかこども幸せプラン」策定時に、それまでで最も多かった令和５年度実績

（30 件）をもとに設定しました。

これまで、令和４年度 15 件、５年度 30 件、６年度 41件、７年度 31 件と推

移していることからも、目標は妥当な水準と考えております。

今後は、イベント開催等を通じて現在の会員数（約 1,200 人）をさらに増や

し、出会いの機会の拡充と成婚数の底上げを図ってまいります。

７

Ⅰ－2

環境

・

エネルギー

「産業廃棄物の最終処分量」の現状値は、令和７年分が

令和９年 11 月に公表されるため、毎年現状値が空欄のま

まパブリックコメントや報告書等に掲載される。永遠に

評価ができない成果指標は意味がなく、指標の確定時に

評価方法も議論すべきであった。

令和６年の数値や参考値を現状値に入れるなど、評価

方法の議論をすべき。

御意見を踏まえ、他県事例等も併せて検討した結果、評価時点において基準

値より新しい実績値が公表されている場合には、令和 10 年度の目標値に向け

た進捗状況をより正確に把握し、目標の見直しや取組の改善等につなげていく

ため、その値を用いて評価を行うこととしました。

なお、「産業廃棄物の最終処分量」の令和６年度実績値は現在調査中のため、

調査結果が判明した後、評価を行います。



No 政策の柱 意 見 対応

８

Ⅰ－2

環境

・

エネルギー

「使用済み紙おむつの再資源化実証事業に取り組む市町

を支援」と記載があるが、この取組状況の欄は誰に対し

ての記述なのか。

２市町を支援しているのであれば、該当の２市町を具

体的に示し、県民が理解しやすいようにわかりやすく記

述を工夫すべきである。

御意見を踏まえ、「２市：掛川市・袋井市」と追記しました。

９

Ⅰ－2

環境

・

エネルギー

「温室効果ガス排出量削減率」の現状値は令和７年分

のデータ判明に時間がかかり、ＰＤＣＡサイクルと言い

ながら毎年の評価ができないのはおかしい。

データ判明に遅れが生じる評価指標の取り扱いについ

て、早急に対応してほしい。

御意見を踏まえ、他県事例等も併せて検討した結果、評価時点において基準

値より新しい実績値が公表されている場合には、その値を用いて評価を行うこ

ととしました。「県内の温室効果ガス排出量削減率」についても、令和５年度

の実績値に基づき評価を行っています。

これにより、令和 10 年度の目標値に向けた進捗状況をより正確に把握し、

目標の見直しや取組の改善等につなげていきます。

10

Ⅰ－2

環境

・

エネルギー

「環境経営に取り組む事業者数」について、現状値を踏

まえ、目標の上方修正をすべき。

令和７年度は１年目の実績のみが判明している段階であるため、２年目に当

たる令和８年度の実績を把握・分析した上で、目標値の見直しを検討いたしま

す。



No 政策の柱 意 見 対応

11

Ⅱ-2

健康

福祉

知的障害のある本人や家族にとって大きな課題である

「親亡き後」を見据え、住まいの確保、相談支援、緊急

時の受入れ、日常生活の支援等を一体的に整備し、障害

の重度化や本人・家族の高齢化にも対応できる地域生活

支援体制を一層充実していただきたい。

また、施策の評価に当たっては、障害福祉サービスの

利用人数や支援体制を整備した市町数だけでなく、障害

のある本人が、必要な支援を受けながら住み慣れた地域

で安心して暮らし続けることができているかという観点

を重視していただきたい。

親亡き後の住まいの場の選択肢として、グループホームは大きな役割を担っ

ており、特に重度障害者や強度行動障害にも対応可能な日中サービス支援型の

グループホームの整備は重要であることから、今後も引き続き整備促進を図っ

てまいります。

また、市町の地域生活支援拠点等を中心として、地域の相談支援体制の強化

に向け、より効果的な運用ができるように、市町、圏域スーパーバイザー等と

連携した支援を行ってまいります。

引き続き障害のある方が住み慣れた地域で安心して暮らし続けることを重

視し、施策に取り組んでまいります。

12

Ⅱ-2

健康

福祉

包括的な支援体制の整備については、市町の整備数だ

けでなく、障害のある本人や家族が、困った時に実際に

相談につながり、必要なサービスや関係機関による支援

を受けることができているかという「実効性」の観点か

らも評価していただきたい。

特に、家族の高齢化や急病等により、それまでの生活

を継続することが困難となった場合に、速やかに相談・

支援につながる体制の充実をお願いしたい。

相談支援体制の整備は、一次的には地域の市町が担っており、これまでも基

幹相談支援センター、地域生活支援拠点等を整備してまいりました。

市町においては、担当者会議や地域自立支援協議会等を経て、情報の共有化

を図っており、県では、圏域スーパーバイザーを各圏域に配置し、関係機関や

市町間の連携を含め、広域的な視点で今後も量的成果だけでなく「実効性」の

ある体制を構築してまいります。

13

Ⅱ-2

健康

福祉

障害福祉施策の評価に当たっては、サービスの利用人

数や体制の整備数などの客観的・量的な指標に加え、障

害のある本人の意思や希望が尊重され、本人が望む生活

の実現につながっているか、また、本人や家族が地域生

活に安心感を持つことができているかという視点を取り

入れていただきたい。

「静岡県障害のある方の実態調査」を４年に１度実施しており、「自分の住ん

でいる街が、障害のある人にとって安心して暮らせるところだと思っている障

害のある人の割合」など、生活の質については、「静岡県障害者計画」の数値

目標として評価をしています。

毎年度の調査ではないため、総合計画の指標にはしていませんが、障害のあ

る本人や家族の声については、引き続き、個別の機会を捉え具体的な御意見を

伺うことにより、施策を評価してまいります。



No 政策の柱 意 見 対応

14

Ⅱ-2

健康

福祉

障害福祉サービスを安定的かつ継続的に提供していく

ため、障害福祉分野における人材の確保・育成・定着を

県全体の重要な課題として位置付け、一層の取組を進め

ていただきたい。

また、「介護・福祉人材の確保・育成」に係る評価にお

いて、介護分野に加え、障害福祉分野についても、人材

の確保・定着状況を把握する成果指標を設定するなど、

その取組と成果を明確に評価していただきたい。

「障害福祉人材サポートセンター」を令和６年度に設置し、事業所で働く若手

職員を「障害福祉ナビゲーター」に任命し、大学や就職ガイダンス等へ派遣し、

福祉人材の確保のための取組を行ってきました。また、就職後３年以内の若手

職員を対象とした研修会を実施し、定着への取組も進めているところです。

今年度は、事業所等を対象とした「障害福祉人材状況調査」を実施していま

す。福祉人材の不足状況や、採用・定着等の状況について実態を把握した上で、

障害福祉の分野別計画において、ニーズに応じた指標等の設定についても検討

してまいります。

人材育成については、「人材育成ビジョン」に沿った各種研修を実施してお

り、引き続き専門性を備えた人材の育成に努めてまいります。

15

Ⅱ-2

健康

福祉

障害のある人の重度化・高齢化や、強度行動障害など

専門的な支援を必要とする方に対応するため、専門人材

の養成とともに、専門職や施設・事業所、相談支援機関、

医療機関等が連携し、地域全体で支える体制を一層充実

していただきたい。

また、専門人材の養成数だけでなく、養成された人材

が実際の支援現場でその専門性を発揮し、支援を必要と

する本人や施設・事業所への具体的な支援につながって

いるかという観点からも、施策の成果を評価していただ

きたい。

重症心身障害児者や強度行動障害等の支援に携わる専門人材については、医

療従事者、介護従事者及び相談支援員を対象とした研修を実施しています。

また、研修修了者による交流会や医師､看護師､介護従事者等支援に関わる多

職種の連携を図ることで、地域の支援ネットワークの形成に努めており、県自

立支援協議会重心部会などを通じて施策を評価してまいります。

16

Ⅱ-2

健康

福祉

障害福祉施策の評価に当たっては、障害福祉サービス

の利用人数等の量的な指標に加え、必要な人員が確保さ

れ、利用者の障害特性や支援ニーズに応じた質の高いサ

ービスを継続して提供できる体制が確保されているかと

いう視点を取り入れていただきたい。

特に、人材確保・定着の状況、専門的な支援を必要と

する方への対応状況、地域におけるサービス提供体制な

ど、障害福祉サービスの質と持続可能性を把握できる評

価の充実をお願いしたい。

専門的な人材の確保については、「重症心身障害児（者）及び発達障害者の

支援に携わる専門人材養成数」を総合計画の個別の取組に位置付けています。

人材確保等については、「人材育成ビジョン」に基づき、毎年、専門性の高

い研修を実施することにより、質の高いサービスを提供できる人材を継続的に

育成し、サービスの質の確保にも努めるともに、県自立支援協議会人材部会等

を通じて施策を評価してまいります。


